






















































































































あるといえる（最高裁平成29年 1 月31日第三小法廷決定・民集71巻 1 号63頁参照）。


















示事実〔 1 〕及び〔 2 〕による表現行為に対する事後差止めは，〔 1〕本
件摘示事実〔 1〕及び〔 2〕による表現行為が専ら公益を図る目的のも
























































































実である本件摘示事実〔 1 〕及び〔 2 〕に係る表現行為の差止請求につい












第 3 　 大阪高裁令和元年 5 月24日判決 
（一審・大阪地裁平成30年 7 月26日判決）
1 　事案の概要































































































































































































































































































































































































































































































































③「新潮」平成 6 年 9 月号（小説「石に泳ぐ魚」自体は，すでに平成 6 年 9 月 1 日発












































て，大阪地裁平成20年 3 月28日判決［深見敏正コート］（判時1999号 3 頁，判タ
1265号76頁）がある。この判決は，「本件では，既に出版され，公表されてい
る書籍の出版等差止めを求めるものであるから，表現行為の事前差止めに関
する以上の要件のうち，損害発生に係る要件は，『被害者が重大にして著し
く回復困難な損害を被るおそれがあるとき』に限定する必要はなく，被害者
が重大な損害を被っていると評価されれば足りるものと解される」として，
差止めを認めた。
　しかし，同事件の控訴審である大阪高裁平成20年10月31日判決［小田耕治
コート］（判時2057号24頁）では，「本件では，既に出版され，公表されている
書籍の出版等差止めを求めるものであるが，表現の自由，とりわけ公共的事
項に関する表現の自由の持つ憲法上の価値の重要性等に鑑み，原則として同
様に解すべきものである」と判断され，原審の判断が改められている（但し，
差止めを認めるという結論自体は変わっていない）。その後，最高裁で上告棄却・
上告不受理決定がなされ，同判決は確定している（最高裁平成23年 4 月21日第一
小法廷決定［白木勇裁判長］〔平成21年（オ）第191号，平成21年（受）第224号〕）。
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（ 4 ）小括
　上記のように，事前差止めと事後差止めとで要件は変わらないとする裁判
例が多いように思われる。
　したがって，東京高裁判決が，事前か事後かという点を特に意識すること
なく，北方ジャーナル事件に依拠した判断枠組みを示したこともまた，従前
からの判例法理に沿う判断であったといえる。
　もっとも，名誉毀損に基づく検索結果削除請求については，特別の考慮が
必要な面もある。「出版差止仮処分という表現行為の事前抑制に関する事案
に対する判断であるのに対し，検索結果の削除請求は，検索結果という形で
全世界に公表された表現に事後的に制限を加えるものであるという意味で表
現行為の事後抑制に属し，両者は事案を異にするから」，「名誉毀損を理由と
する検索結果の削除請求について，北方ジャーナル事件最高裁判決を援用す
ることは相当とはいえない」との見解もある
12）
。
　この点，大阪高裁判決は，【 3】で，本件検索結果の削除は事前差止めに
は該当しないというべきであるとしつつ，「今後は同様の検索結果を得られ
なくなるから，事前差止めほどではなくとも相当程度に強度な制約を表現行
為に対して及ぼすこととなり，その限度で，インターネット情報流通の基盤
としての情報検索に対する制限を及ぼす」と判示して，北方ジャーナル事件
の判断枠組みをそのまま採用している。判決のいう「相当程度に強度な制
約」が及ぼされる「表現行為」は，元サイトの表現ではなく，検索結果の提
供のことを言うものと思われるが，検索事業者が被ることとなる「表現行為
に対する相当程度に強度な制約」とは具体的に何を指すか，疑問である。
6 　まとめ
　上記のとおり，検索結果の削除の要件を考えるにあたっては，出版の差止
め等との違い，差止めの時期の違い，利益衡量の違いを考慮する必要があ
12）　関述之・小川直人編著『インターネット関係仮処分の実務』138頁（きんざい，
2018）
80　　創価ロージャーナル第14号
る。大阪高裁・東京高裁判決の事実関係に照らせば，結論として検索結果の
削除請求が認められなかったこと自体は相当であると考えるが（事案が，摘示
事実が真実でないことについて裁判所が疑問を抱いていた，あるいは，むしろ真実である
可能性をも感じていたようにも見受けられる），各高裁判決は，新しい類型の事件
である検索結果の削除請求が出版物の差止めの場合とどのように異なるのか
（あるいは異ならないのか）を検討し，もって，北方ジャーナル事件判決の枠組
みが妥当する射程距離を測る上で好材料となったはずであるが，北方ジャー
ナル事件の判示がこの類型に妥当すると考える理由が具体的に述べられてい
ないのは，残念に思われる。
　では，名誉毀損に基づく検索結果の削除請求がいかなる要件のもと認めら
れると考えるべきか。
　第一に，この問題は，①被害者の名誉権と，②インターネット利用者が検
索サービスを利用することの利便性，③検索事業者の負担，④元サイトの表
現者の表現の自由（元サイトは削除されるわけではないため，実質的には，“当該表現
を掲載したサイトが検索エンジンに検索結果として表示されることにより，他者から容易
にアクセスされることで果たされる表現の自由”とでも言うべきものである）をいかに
調整するのが妥当かという問題であることからすると，これらの諸事情を適
切に調整する判断枠組みが適切である。第二に，上記考慮要素のうち，①被
害者の名誉は，事案によって，私事とは関係のない個人の社会的評価に関わ
る事実摘示がされた場合もあれば，大阪地裁判決の指摘するように，名誉と
プライバシーの区別が判然としない事実摘示がされた場合もあり得るから，
定型的な判断基準を定立することは適切ではないと考えられる。第三に，名
誉毀損に基づいて損害賠償や名誉回復措置などの民法上の救済を求める場合
に比べ，検索結果の削除の場合は，定型的衡量を採るべき必要性は高くな
い。すなわち，最判昭和41年の示した真実性・相当性の抗弁の判断枠組が他
の裁判例で規範的に用いられているのは，これが表現の自由と名誉権との衡
13）　芦部信喜『憲法学Ⅲ〔増補版〕』351頁以下（有斐閣，2000年）
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量として適切であり，こうした定義づけ（定義づけ衡量（definitional balancing）
13）
）
によることが表現に対する萎縮効果を小さくする効果があるからであると考
えられる。これに対して検索結果の削除の場合は，あくまで検索エンジンに
検索結果として表示されることを通して果たされる表現の自由への制約であ
り，表現そのものへのアクセスを断つわけではないから，表現者へ与える萎
縮効果には，類型的な差があると考えられる。そのため，定型的衡量を採る
べき必要性は高くない。
　以上の点を踏まえると，名誉毀損に基づく検索結果の削除請求は，個別の
事案に応じた比較衡量（利益衡量）によるべきではないかと考える。この場
合に，最決平成29年のように，権利侵害が「明らかな」場合にのみ削除が認
められると解すべきか否かは 1 つの問題で，引き続きの検討を要するところ
ではあるが，少なくとも北方ジャーナル事件の示した定型的判断枠組みを採
るよりは，比較衡量によるべきであろう。
以上
